
　　◇お申込要領 ・ 注意事項◇

　　◆ご不明な点は下記までお問い合わせください◆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≪ご入会は下記より≫　　

問合せ先　株式会社商事法務　債権管理実務研究会事務局
　〒 103-0027 東京都中央区日本橋 3-6-2　日本橋フロント 3 階

　EMAIL ： saiken-kanri@shojihomu.co.jp ／ TEL ： 03-6262-6764 ／ URL ： https://saiken.shojihomu.co.jp

債権管理実務研究会 特別セミナーのご案内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【法人申込／個人申込】　　　　　　　【名古屋開催】

段階別 債権管理 ･保全 ･回収マニュアル＆法律事務所選定のポイント
～初動対応、契約から法的手段までの実践ガイド～

▶昨今、企業の倒産件数が増加しており、倒産に至らなくとも財務状況が厳しい企業も増えています。新聞・ニュースや書
籍などで「倒産」や関連用語を耳にすることはあっても、実際に取引先の倒産に直面し、債権回収に対応した経験を持つ人
は少なく、具体的な対応方法をイメージできない人が多いのが現状です。
▶本セミナーでは、管理部門における債権保全・回収の観点から、①平時（契約書の作成・審査の段階）における留意点、
②平時から有事への段階的移行期（信用不安情報の入手、支払遅延の発生）における対応、そして、③有事（支払遅延の継続）
における対応の各重要性を理解し、実務に活かせる具体的な手法を学びます。特に、段階的移行期及び有事においては、初
期段階での迅速かつ適切な対応が債権回収の成功率を大きく左右します。具体的な事例をもとに解説します。
▶また、外部弁護士に依頼する際の実務的な考慮要素（地元の事務所と東京の事務所の使い分け、顧問料、タイムチャージ
と着手金・成功報酬のメリット・デメリット）についても費用対効果の観点も交えて解説します。その結果、法的リスクと
弁護士費用を合理的な範囲に抑えつつ、効率的な債権回収を実現するための基礎知識と実務スキルを身につけることを目的
とします。
●主要講義項目●
Ⅰ　各フェーズにおける留意点と対応
　①平時（契約書の作成・審査の段階）にける留意点／②平時から有事への段階的移行期（信用不安情報の入手、支払遅延の発生）における対応
　③有事（支払遅延の継続、（仮）差押え）における対応
Ⅱ　法律事務所選定のポイント（報酬形態別の費用対効果を含む）
Ⅲ　セッションパート（会場限定）

本セミナーは会場開催および WEB 配信を予定しているセミナーです。会場参加の際は、受付にて会社名と氏
名をお伝えください。【WEB 視聴付】の場合には、後日メールにて視聴案内をお送りします。
◆開催日時：11 月 22 日（金）14 時 30 分 -16 時 30 分開催（14 時開場）※セミナー終了後（17 時 30 分～）に任意の懇親会を開催します

◆会　　場：JP 名古屋ホール＆カンファレンス　ホール２（愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番１号　KITTE 名古屋３階）

◆視聴期間：12 月 13 日（金）10 時～１月 24 日（金）17 時（申込期限：11 月 15 日（金）12 時）
◆受講料：【法人申込】29,700 円（税込）/ １社（同一法人内であれば会場・WEB どちらも複数名受講可能）
　　　　　【個人申込】16,500 円（税込）/ １名 〔WEB 視聴付〕

 □本セミナーは WEB 配信時、「Vimeo」を利用します。視聴制限等がないかご確認ください。
 □ WEB 申込・FAX・メールにて必要事項を記載の上、お申し込みください。
 □請求書はメールにてご案内予定です。 
 □ご記入の個人情報は、㈱商事法務の「個人情報保護方針」に従って適切に取り扱います。
 □都合により、受講資格を制限し、お申込みできない場合がございます。　　　　　　　　　　　 　
 □申込期限後のキャンセルは一切受け付けておりません。

住所　〒

法人名

部署名

受講者名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電話番号

受講形態（法人申込／個人申込）←いずれかに〇を付けてください

備考欄

●講師●

　山田　尚武　弁護士
　（弁護士法人しょうぶ法律事務所）　
愛知県県出身。名古屋大学法学部卒

1992 年、弁護士登録（44 期）

2003 年　名古屋大学大学院法学研究科

　　　　（博士後期課程）単位取得満期退学

2015 年～ VT ホールディングス株式会社　社外取締役

2020 年～丸八証券株式会社　社外取締役

2022 年～（中企庁）経営力再構築伴走支援推進協議会

　　　　　実務者会議　委員

●講師●

　西田　章　弁護士
　　（西田法律事務所）
東京都出身。東京大学大学院法学政治学研究科修士課程

（研究者養成コース）修了。

1999 年、弁護士登録（51 期）

経済産業省と日本銀行に出向し担保制度・事業再生制度

を担当した後、2006 年に独立

株式会社リーガルコーポレーション　社外監査役

株式会社小林洋行　社外取締役（監査等委員）

WEB 申込


